
 

 

 

 

 

 

 

                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅基盤整備 在宅への流れを作るための各種連携 

○医師 

訪問診療を行う医師の育成［予定］ 

 ・経験医師による、未経験医師に対する研修 

及び同行診療 

○歯科医師 

訪問歯科診療［実施済］市保健医療事業団へ委託 

 ・市歯科医師会の協力のもと、在宅のねたきり 

者を対象とした歯科診療サービスを提供 

○薬剤師 

認定在宅介護対応薬局認定研修［検討中］ 

 ・受講した薬局を「（仮称）市認定在宅介護対応 

  薬局」として認定 

⇒現行の「在宅医療支援薬局」を想定 

○市立病院 

 訪問診療医のバックアップ体制の構築［検討中］ 

○在宅医療推進連絡協議会［実施済］市医師会へ委託 

 ・地域の医療、保健、介護、福祉分野の連携強化を 

推進 

 ・多職種連携会議で課題となった事項の検討 

《委員構成》 

 ①次の各団体から代表者１名 

   市医師会 

   市歯科医師会 

   市薬剤師会 

   県看護協会 

   県訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ連絡協議会 

   県理学療法士会 

   市介護支援専門員協議会 

   市立病院 

   ※千葉大学医学部附属病院〈新規〉 

 ②学識経験者２名 

 ③あんしんケアセンター１名 

④行政 

○多職種連携会議［実施済］全区で実施 

 ・各区で医療・介護を中心に「顔の見える関係づくり」 

を推進 

《委員構成（当初）》 

 ①協議会参加団体から推薦された者 

 ②行政 

○医療連携ネット［検討中］ 

 ・市立病院が中心となり、市内病院の地域医療連携 

担当者同士で「顔の見える関係づくり」を推進 

○医療・介護連携に関する研修［予定］ 

 ・病院勤務の医療者に対する認知症対応力向上研修 

・各職種のスキルアップ 

・参加者間の連携強化 

○在宅ケア資源データの把握及び活用［予定］ 

・在宅ケア資源リストの共有 → 地域の実情把握・ 

課題抽出 

              （ＩＣＴの活用検討） 

市民普及啓発 

○出前講座［検討中］ 

 ・市民に対し事例を示しながら意識啓発 

○シンポジウム［検討中］ 

 ・専門家による講演などを併せて実施 

○各種媒体を用いた普及啓発［検討中］ 

 ・市政だより 

 ・市ホームページ 等 

本市の在宅医療・介護連携の推進【地域包括ケア推進における医療部分】（案） 

《 国・県の動き 》 《 本市の目指すべき方向性（平成29年度まで）》 

２ 地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保 （県）《医療法》 

・病床機能報告制度（病床機能の分化） ［H26.10.1 施行］ 

現状： 一般病床又は療養病床では病床機能が見えにくい 

      ↓ 

今後： 高度急性期、急性期、回復期、慢性期（病棟ごと） 

 ⇒地域医療構想（ビジョン）を策定 

 ・地域医療支援センターの法定化（医師確保） ［H26.10.1 施行］ 

・看護師の届出制度（看護師確保） ［H27.10.1 施行］ 

３ 地域包括ケアシステムの構築 （市）《介護保険法》 

地域支援事業の充実 

  ⇒ 在宅医療・介護連携の推進（医療部分） 

４ チーム医療の推進 《各種身分法》 

  ・各種身分法の業務範囲の見直し ［H27.4.1、H27.10.1 施行］   

５ その他 

  ・医療事故に係る調査の仕組み（第三者機関設置）《医療法》 

                         ［H27.10.1 施行］ 

１ 新たな基金の創設と医療・介護の連携強化 《地域介護施設整備促進法等》 

・都道府県に基金を設置（消費税増収分を活用）（県） ［H26.6.25 施行］ 

 ・厚生労働大臣が基本的な方針を策定（医療法・介護保険法）（国） 

［H26.6.25 施行］ 

平成26年 6月 「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための 

関係法律の整備等に関する法律」（医療介護総合確保推進法） 公布 

《 関係法の改正 》 

資料１ 


